
議案第５６号 

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定める。 

平成２１年２月３日提出 

さいたま市長 相 川 宗 一 

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例 

さいたま市地区計画区域内における建築物の制限に関する条例（平成１３年さいた

ま市条例第２６３号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

  改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （建築物の建ぺい率の最高限度） 
第６条 ［略］ 
２ ［略］ 
３ 前２項の規定の適用については、第１号又は第
２号のいずれかに該当する建築物（大宮西部地区
地区整備計画区域Ａ地区内の建築物を除く。）に
あっては別表第２ウ欄に掲げる数値に１０分の１
を加えたものをもって同欄に掲げる数値とし、第
１号及び第２号のいずれにも該当する建築物又は
第３号に該当する建築物（南浦和駅西口地区地区
整備計画区域内の建築物を除く。）にあっては同
表ウ欄に掲げる数値に１０分の２を加えたものを
もって同欄に掲げる数値とする。 
 ～  ［略］ 

４～６ ［略］ 
 
別表第１（第３条、第９条関係） 

名 称 区   域 
［略］ 

（建築物の建ぺい率の最高限度） 
第６条 [略] 
２ ［略］ 
３ 前２項の規定の適用については、第１号又は第
２号のいずれかに該当する建築物にあっては別表
第２ウ欄に掲げる数値に１０分の１を加えたもの
をもって同欄に掲げる数値とし、第１号及び第２
号のいずれにも該当する建築物又は第３号に該当
する建築物（南浦和駅西口地区地区整備計画区域
内の建築物を除く。）にあっては同表ウ欄に掲げ
る数値に１０分の２を加えたものをもって同欄に
掲げる数値とする。 

  
 ～  ［略］ 

４～６ ［略］ 
 
別表第１（第３条、第９条関係） 

名 称 区   域 
［略］ 



浦和西高台
地区地区整
備計画区域 

［略］ 

大宮西部地
区地区整備
計画区域 

都市計画法第２０条第１項の規
定により告示された大宮西部地
区地区計画の区域のうち、地区
整備計画が定められた区域 

三室南宿地
区地区整備
計画区域 

都市計画法第２０条第１項の規
定により告示された三室南宿地
区地区計画の区域のうち、地区
整備計画が定められた区域 

 

浦和西高台
地区地区整
備計画区域 

［略］ 

 

  

別表第２に次のように加える。 

４８ 大宮西部地区地区整備計画区域 

区分 
地区 

ア イ ウ エ オ カ 

Ａ地区（
大宮西部地
区地区計画
の地区整備
計画図に表
示するＡ地
区をいう。
) 
 
 
 
 

次に掲げる用途
に供する建築物 
  自動車車
庫（建築物
に附属する 
ものを除く。 
） 

  法別表第
２(に)項第５
号及び第６
号並びに同
表(へ)項第５
号に規定す
るもの 
  風俗営業
等の規制及
び業務の適
正化等に関
する法律第
２条第１項
第５号及び
第６号に規
定する営業
を営む施設 

次の表の左欄に掲げる
建築物の容積率の区分
に応じ、同表右欄に掲
げる数値（土地区画整
理事業における換地処
分公告後は、適用しな
い。） 
建築物の
容積率 

 割 合 

法第６８
条の４に
規定する
公共施設
の整備の
状況に応
じた建築
物の容積
率 

１０分の
１０ 

法第６８
条の４第
１号イに
規定する
区域の特
性に応じ
た建築物
の容積率 

１０分の
３０ 

 

１０分の５
(土地区画
整理事業に
おける仮換
地指定後、
当該敷地が
道路に接す
るようにな
った場合は
１０分の８
） 

１１メートル（
建築物の外壁
等から道路境
界線までの距
離とする。た
だし、壁面の
位置の制限に
満たない距離
にある建築物
又は建築物の
部分のうち、
建築物に附属
する開放性の
高い自動車車
庫等で軒の高
さが２．３メ
ートル以下で
あるもの、敷
地面積２００
平方メートル
未満の建築物
に附属する物
置で軒の高さ
が２．３メー
トル以下で、
かつ、床面積
の合計が５平
方メートル以 
内であるもの、
敷地面積２０
０平方メート
ル未満の建築

２００平
方メート
ル 

建築物の
各部分の
高さは、
当該部分
から前面
道路の反
対側の境
界線又は
隣地境界
線までの
真北方向
の水平距
離に１．
２５を乗
じて得た
ものに２
０メート
ルを加え
たもの以 
下とする。



物で外壁等の
中心線の長さ
の合計が３メ
ートル以下で
あるもの又は
公共公益上や
むを得ないも
のを除く。）
（建築物の外
壁等は、大宮
西部地区地区
計画の地区整
備計画図に表
示する道路境
界線ａから１
メートルを越
えて建築して
はならない。
ただし、公共
公益上やむを
得ない建築物
又は建築物の
部分について
は、この限り
でない。） 

Ｂ－１地
区（大宮西
部地区地区
計画の地区
整備計画図
に表示する
Ｂ－１地区
をいう。) 
 
 

次に掲げる用途
に供する建築物 
  自動車車
庫（建築物
に附属する 
ものを除く。
） 
  法別表第
２(に)項第４
号から第６
号まで及び
同表(ほ)項第
２号に規定
するもの 

 

次の表の左欄に掲げる
建築物の容積率の区分
に応じ、同表右欄に掲
げる数値（土地区画整
理事業における換地処
分公告後は、適用しな
い。） 
建築物の
容積率 

割 合 

法第６８
条の４に
規定する
公共施設
の整備の
状況に応
じた建築
物の容積
率 

１０分
の１０ 

法第６８
条の４第
１号イに
規定する
区域の特
性に応じ
た建築物 

１０分 
の２０ 

 

１０分の５
（土地区画
整理事業に
おける仮換
地指定後、
当該敷地が
道路に接す
るようにな
った場合は
１０分の６
） 

１メートル（
建築物の外壁
等から道路境
界線までの距
離とする。た
だし、壁面の
位置の制限に
満たない距離
にある建築物
又は建築物の
部分のうち、
建築物に附属
する開放性の
高い自動車車
庫等で軒の高
さが２．３メ
ートル以下で
あるもの、敷
地面積１３５
平方メートル
未満の建築物
に附属する物
置で軒の高さ
が２．３メー
トル以下で、 

１３５平
方メート
ル 

２０メー
トル（公
共上又は
公益上必
要な建築
物で、や
むを得な
いものに 
ついては、
この限り
でない。
） 



  の容積率    かつ、床面積
の合計が５平
方メートル以 
内であるもの、
敷地面積１３
５平方メート
ル未満の建築
物で外壁等の
中心線の長さ
の合計が３メ
ートル以下で
あるもの又は
公共公益上や
むを得ないも
のを除く。）
（建築物の外
壁等は、大宮
西部地区地区
計画の地区整
備計画図に表
示する道路境
界線ｂ及び道
路境界線ｃか
ら２メートル
を越えて建築
してはならな
い。） 

  

Ｂ－２地
区（大宮西
部地区地区
計画の地区
整備計画図
に表示する
Ｂ－２地区
をいう。) 
 

次に掲げる用途
に供する建築物 
  法別表第
２(に)項第４
号から第６
号まで並び
に同表(ほ)項
第２号及び
第３号に規
定するもの 

 

次の表の左欄に掲げる
建築物の容積率の区分
に応じ、同表右欄に掲
げる数値（土地区画整
理事業における換地処
分公告後は、適用しな
い。） 
建築物の
容積率 

割 合 

法第６８
条の４に
規定する
公共施設
の整備の
状況に応
じた建築
物の容積
率 

１０分
の１０ 

法第６８
条の４第
１号イに
規定する
区域の特 

１０分
の２０ 

 

１０分の５
（土地区画
整理事業に
おける仮換
地指定後、
当該敷地が
道路に接す
るようにな
った場合は
１０分の６
） 

１メートル（
建築物の外壁
等から道路境
界線までの距
離とする。た
だし、壁面の
位置の制限に
満たない距離
にある建築物
又は建築物の
部分のうち、
建築物に附属
する開放性の
高い自動車車
庫等で軒の高
さが２．３メ
ートル以下で
あるもの又は
公共公益上や
むを得ないも
のを除く。） 

１３５平
方メート
ル（公共
公益上や
むを得な 
いものは、
この限り
でない。
） 

１５メー
トル 



  性に応じ
た建築物
の容積率 

 

 

    

Ｃ－１地
区（大宮西
部地区地区
計画の地区
整備計画図
に表示する
Ｃ－１地区
をいう。) 
 

次に掲げる用途
に供する建築物 
  法別表第
２(に)項第５
号及び第６
号、同表(ほ)
項第２号並
びに同表(へ)
項第５号に
規定するも
の 

 

次の表の左欄に掲げる
建築物の容積率の区分
に応じ、同表右欄に掲
げる数値（土地区画整
理事業における換地処
分公告後は、適用しな
い。） 
建築物の
容積率 

割 合 

法第６８
条の４に
規定する
公共施設
の整備の
状況に応
じた建築
物の容積
率 

１０分
の１０ 

法第６８
条の４第
１号イに
規定する
区域の特
性に応じ
た建築物
の容積率 

１０分
の２０ 

 

１０分の５
（土地区画
整理事業に
おける仮換
地指定後、
当該敷地が
道路に接す
るようにな
った場合は
１０分の６
） 

１メートル（
建築物の外壁
等から道路境
界線までの距
離とする。た
だし、壁面の
位置の制限に
満たない距離
にある建築物
又は建築物の
部分のうち、
建築物に附属
する開放性の
高い自動車車
庫等で軒の高
さが２．３メ
ートル以下で
あるもの、敷
地面積１３５
平方メートル
未満の建築物
に附属する物
置で軒の高さ
が２．３メー
トル以下で、
かつ、床面積
の合計が５平
方メートル以 
内であるもの、
敷地面積１３
５平方メート
ル未満の建築
物で外壁等の
中心線の長さ
の合計が３メ
ートル以下で
あるもの又は
公共公益上や
むを得ないも
のを除く。）
（建築物の外
壁等は、大宮
西部地区地区
計画の地区整
備計画図に表
示する道路境
界線 aから１ 

１３５平
方メート
ル 

２０メー
トル 



    メートルを越
えて建築して
はならない。
） 

  

Ｃ－２地
区（大宮西
部地区地区
計画の地区
整備計画図
に表示する
Ｃ－２地区
をいう。） 

次に掲げる用途
に供する建築物 
  法別表第
２(に)項第３
号から第６
号までに規
定するもの 

 

次の表の左欄に掲げる
建築物の容積率の区分
に応じ、同表右欄に掲
げる数値（土地区画整
理事業における換地処
分公告後は、適用しな
い。） 
建築物の
容積率 

割 合 

法第６８
条の４に
規定する
公共施設
の整備の
状況に応
じた建築
物の容積
率 

１０分
の１０ 

法第６８
条の４第
１号イに
規定する
区域の特
性に応じ
た建築物
の容積率 

１０分
の２０ 

 

１０分の５
（土地区画
整理事業に
おける仮換
地指定後、
当該敷地が
道路に接す
るようにな
った場合は
１０分の６
） 

１メートル（
建築物の外壁
等から道路境
界線までの距
離とする。た
だし、壁面の
位置の制限に
満たない距離
にある建築物
又は建築物の
部分のうち、
建築物に附属
する開放性の
高い自動車車
庫等で軒の高
さが２．３メ
ートル以下で
あるもの、敷
地面積１３５
平方メートル
未満の建築物
に附属する物
置で軒の高さ
が２．３メー
トル以下で、
かつ、床面積
の合計が５平
方メートル以 
内であるもの、
敷地面積１３
５平方メート
ル未満の建築
物で外壁等の
中心線の長さ
の合計が３メ
ートル以下で
あるもの又は
公共公益上や
むを得ないも
のを除く。）
（建築物の外
壁等は、大宮
西部地区地区
計画の地区整
備計画図に表
示する道路境

１３５平
方メート
ル 

２０メー
トル 



界線ｂから２
メートルを越
えて建築して
はならない。
） 

Ｄ－１地
区（大宮西
部地区地区
計画の地区
整備計画図
に表示する
Ｄ－１地区
をいう。） 

次に掲げる用途
に供する建築物 
  自動車車
庫（建築物
に附属する 
ものを除く。

 ） 
  法別表第
２(に)項第３
号、第５号
及び第６号
に規定する
もの 

 

次の表の左欄に掲げる
建築物の容積率の区分
に応じ、同表右欄に掲
げる数値（土地区画整
理事業における換地処
分公告後は、適用しな
い。） 
建築物の
容積率 

割 合 

法第６８
条の４に
規定する
公共施設
の整備の
状況に応
じた建築
物の容積
率 

１０分
の１０ 

法第６８
条の４第
１号イに
規定する
区域の特
性に応じ
た建築物
の容積率 

１０分
の２０ 

 

１０分の５
（土地区画
整理事業に
おける仮換
地指定後、
当該敷地が
道路に接す
るようにな
った場合は
１０分の６
） 

１メートル（
建築物の外壁
等から道路境
界線までの距
離とする。た
だし、壁面の
位置の制限に
満たない距離
にある建築物
又は建築物の
部分のうち、
建築物に附属
する開放性の
高い自動車車
庫等で軒の高
さが２．３メ
ートル以下で
あるもの、敷
地面積１３５
平方メートル
未満の建築物
に附属する物
置で軒の高さ
が２．３メー
トル以下で、
かつ、床面積
の合計が５平
方メートル以 
内であるもの、
敷地面積１３
５平方メート
ル未満の建築
物で外壁等の
中心線の長さ
の合計が３メ
ートル以下で
あるもの又は
公共公益上や
むを得ないも
のを除く。） 

１３５平
方メート
ル 

２０メー
トル 

Ｄ－２地
区（大宮西
部地区地区
計画の地区
整備計画図

次に掲げる用途
に供する建築物 
  自動車車
庫（建築物
に附属する 

次の表の左欄に掲げる
建築物の容積率の区分
に応じ、同表右欄に掲
げる数値（土地区画整
理事業における換地処

１０分の５
（土地区画
整理事業に
おける仮換
地指定後、

１メートル（
建築物の外壁
等から道路境
界線までの距
離とする。た

１３５平
方メート
ル 

２０メー
トル（公
共上又は
公益上必
要な建築



に表示する
Ｄ－２地区
をいう。） 

ものを除く。
） 

分公告後は、適用しな
い。） 
建築物の
容積率 

割 合 

法第６８
条の４に
規定する
公共施設
の整備の
状況に応
じた建築
物の容積
率 

１０分
の１０ 

法第６８
条の４第
１号イに
規定する
区域の特
性に応じ
た建築物
の容積率 

１０分
の２０ 

 

当該敷地が
道路に接す
るようにな
った場合は
１０分の６
） 

だし、壁面の
位置の制限に
満たない距離
にある建築物
又は建築物の
部分のうち、
建築物に附属
する開放性の
高い自動車車
庫等で軒の高
さが２．３メ
ートル以下で
あるもの、敷
地面積１３５
平方メートル
未満の建築物
に附属する物
置で軒の高さ
が２．３メー
トル以下で、
かつ、床面積
の合計が５平
方メートル以 
内であるもの、
敷地面積１３
５平方メート
ル未満の建築
物で外壁等の
中心線の長さ
の合計が３メ
ートル以下で
あるもの又は
公共公益上や
むを得ないも
のを除く。）
（建築物の外
壁等は、大宮
西部地区地区
計画の地区整
備計画図に表
示する道路境
界線ｂ及び道
路境界線ｃか
ら２メートル
を越えて建築
してはならな
い。） 

物で、や
むを得な
いものに 
ついては、
この限り
でない。
） 

Ｄ－３地
区（大宮西
部地区地区 

次に掲げる用途
に供する建築物 
  自動車車 

次の表の左欄に掲げる
建築物の容積率の区分
に応じ、同表右欄に掲 

１０分の５
（土地区画
整理事業に 

１メートル（
建築物の外壁
等から道路境 

１３５平
方メート
ル 

１５メー
トル 



計画の地区
整備計画図
に表示する
Ｄ－３地区
をいう。） 

庫（建築物
に附属する 
ものを除く。
） 

げる数値（土地区画整
理事業における換地処
分公告後は、適用しな
い。） 
建築物の
容積率 

割 合 

法第６８
条の４に
規定する
公共施設
の整備の
状況に応
じた建築
物の容積
率 

１０分
の１０ 

法第６８
条の４第
１号イに
規定する
区域の特
性に応じ
た建築物
の容積率 

１０分
の２０ 

 

おける仮換
地指定後、
当該敷地が
道路に接す
るようにな
った場合は
１０分の６
） 

界線までの距
離とする。た
だし、壁面の
位置の制限に
満たない距離
にある建築物
又は建築物の
部分のうち、
建築物に附属
する開放性の
高い自動車車
庫等で軒の高
さが２．３メ
ートル以下で
あるもの、敷
地面積１３５
平方メートル
未満の建築物
に附属する物
置で軒の高さ
が２．３メー
トル以下で、
かつ、床面積
の合計が５平
方メートル以 
内であるもの、
敷地面積１３
５平方メート
ル未満の建築
物で外壁等の
中心線の長さ
の合計が３メ
ートル以下で
あるもの又は
公共公益上や
むを得ないも
のを除く。） 

  

Ｅ地区（
大宮西部地
区地区計画
の地区整備
計画図に表
示するＥ地
区をいう。
） 

   １メートル（
建築物の外壁
等から道路境
界線までの距
離とする。た
だし、壁面の
位置の制限に
満たない距離
にある建築物
又は建築物の
部分のうち、
建築物に附属
する開放性の

１３５平
方メート
ル 

 



高い自動車車
庫等で軒の高
さが２．３メ
ートル以下で
あるもの、敷
地面積１３５
平方メートル
未満の建築物
に附属する物
置で軒の高さ
が２．３メー
トル以下で、
かつ、床面積
の合計が５平
方メートル以 
内であるもの、
敷地面積１３
５平方メート
ル未満の建築
物で外壁等の
中心線の長さ
の合計が３メ
ートル以下で
あるもの又は
公共公益上や
むを得ないも
のを除く。）
（建築物の外
壁等は、大宮
西部地区地区
計画の地区整
備計画図に表
示する道路境
界線ｂから２
メートルを越
えて建築して
はならない。
） 

Ｆ地区（
大宮西部地
区地区計画
の地区整備
計画図に表
示するＦ地
区をいう。
） 

次に掲げる用途
に供する建築物 
  法別表第
２(に)項第３
号から第６
号まで、同
表(ほ)項第２
号及び第３
号並びに同
表(へ)項第３
号に規定す
るもの 

次の表の左欄に掲げる
建築物の容積率の区分
に応じ、同表右欄に掲
げる数値（土地区画整
理事業における換地処
分公告後は、適用しな
い。） 
建築物の
容積率 

割 合 

法第６８
条の４に
規定する 

１０分
の１０ 

 

１０分の５
（土地区画
整理事業に
おける仮換
地指定後、
当該敷地が
道路に接す
るようにな
った場合は
１０分の６
） 

１メートル（
建築物の外壁
等から道路境
界線までの距
離とする。た
だし、壁面の
位置の制限に
満たない距離
にある建築物
又は建築物の
部分のうち、
建築物に附属 

１３５平
方メート
ル 

２０メー
トル 



   風俗営業
等の規制及
び業務の適
正化等に関
する法律第
２条第１項
各号に規定
する営業を
営む施設 

公共施設
の整備の
状況に応
じた建築
物の容積
率 

 

法第６８
条の４第
１号イに
規定する
区域の特
性に応じ
た建築物
の容積率 

１０分
の２０ 

 

 する開放性の
高い自動車車
庫等で軒の高
さが２．３メ
ートル以下で
あるもの、敷
地面積１３５
平方メートル
未満の建築物
に附属する物
置で軒の高さ
が２．３メー
トル以下で、
かつ、床面積
の合計が５平
方メートル以 
内であるもの、
敷地面積１３
５平方メート
ル未満の建築
物で外壁等の
中心線の長さ
の合計が３メ
ートル以下で
あるもの又は
公共公益上や
むを得ないも
のを除く。）
（建築物の外
壁等は、大宮
西部地区地区
計画の地区整
備計画図に表
示する道路境
界線ｄから１
メートルを越
えて建築して
はならない。
） 

  

 

４９ 三室南宿地区地区整備計画区域 

区分 
地区 

ア イ ウ エ オ カ 

Ａ地区（
三室南宿地
区地区計画
の地区整備
計画図に表 

次に掲げる用途
に供する建築物
以外の建築物 
  法別表第
２(い)項第１ 

  １メートル（
建築物の外壁
等から道路境
界線までの距
離とする。） 

１３０平
方メート
ル 

軒の高さ
７メート
ル以下 



示するＡ地
区をいう。 
) 

号、第２号、 
第８号及び
第９号に規
定するもの 

  自治会館 
  前２号の
建築物に附
属するもの
（令第１３
０条の５に
規定するも
のを除く。
） 

   
 

  

 Ｂ地区（
三室南宿地
区地区計画
の地区整備
計画図に表
示するＢ地
区をいう。 
) 

   １メートル（
建築物の外壁
等から道路境
界線までの距
離とする。） 
 

１１０平
方メート
ル 

 

附 則 

この条例は、平成２１年４月１日から施行する。 


